
- 1 - 

別紙７ 

那珂久慈流域下水道指定管理業務標準仕様書 

 

１ 目 的 

  この標準仕様書は、茨城県（以下｢甲｣という。）が那珂久慈流域下水道について、指定管理

者（以下｢乙｣という。）が実施する指定管理業務の細目を定めたものである。 

 

２ 計画の策定 

  乙は、業務の実施にあたり、本仕様書に基づき、那珂久慈流域下水道の施設管理等計画及び

水質試験等計画を定め、事業計画書に記載しなければならない。 

 

３ 指定管理業務の範囲 

 ⑴ 施設の運転管理・監視 

  ア 流域事業 

   (ア ) 水処理施設の運転操作監視業務 

   (イ ) 水処理施設の保守点検業務 

   (ウ ) 汚泥処理施設の運転操作監視業務 

   (エ ) 汚泥処理施設の保守点検業務 

   (オ ) ポンプ場の運転操作監視業務 

   (カ ) ポンプ場の保守点検業務 

   (キ ) 幹線管渠の巡視点検業務 

   (ク ) 水質管理業務 

   (ケ ) 薬品及び燃料の購入及び管理業務 

   (コ ) 小規模修繕業務（税込価格４００万円未満） 

   (サ ) 管理本館等庁舎管理業務 

(シ ) 水処理・汚泥処理施設・ポンプ場脱臭装置の活性炭交換 

   (ス ) 処理場、各ポンプ場等の除草 

(セ ) 処理場、各ポンプ場の植栽管理 

   (ソ ) 脱水汚泥（脱水ケーキ）・し渣・沈砂の搬出業務 

   (タ ) 消耗品・材料の購入及び管理業務 

   (チ ) 事務業務（入庫・出庫簿管理、年報の作成等） 

   (ツ ) その他施設を維持管理していく上で必要な業務 

  イ 広域事業 

   (ア ) 焼却施設の運転操作監視業務 

   (イ ) 焼却施設の保守点検業務 

   (ウ ) 広域搬入脱水ケーキ受入貯留施設運転監視業務 

   (エ ) 広域搬入脱水ケーキ受入貯留施設保守点検業務 

   (オ ) 焼却施設（テント倉庫を含む。）の巡視点検業務 

   (カ ) 薬品及び燃料の購入及び管理業務 

   (キ ) 小規模修繕業務（税込価格４００万円未満） 

   (ク ) 広域汚泥処理施設等庁舎管理業務（周辺の除草・清掃含む） 
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   (ケ ) 焼却灰の搬出業務 

   (コ ) 消耗品・材料の購入及び管理業務 

   (サ ) 事務業務（入庫・出庫簿管理、年報の作成等） 

   (シ ) その他施設を維持管理していく上で必要な業務 

    次のものは除く。 

     ・電気設備の点検業務 

     ・税込価格４００万円以上の修繕 

     ・那珂久慈浄化センター（以下「浄化センター」という。）の電力調達並びに那珂久

慈ブロック広域汚泥処理施設（以下「広域汚泥処理施設」という。）の電力調達及

び支払業務 

 

４ 指定管理業務の内容 

 ⑴ 点検業務（別添２「保守点検作業概要」参照） 

  ア 日常点検 

    運転状態の機器及び設備について、異常の有無及び兆候を発見するため、原則として毎

日行う点検。主として目視、触感による点検、調整及び記録等の作業で、対象設備は、処

理場の水処理施設、汚泥処理施設、焼却施設、各ポンプ場の設備、管渠及び建築設備とす

る。 

  イ 定期点検 

    機器及び設備の損傷、腐食及び摩耗状況を把握し、修理、修繕等の保全計画を立てるた

め、１週、１か月、３か月、６か月及び１２か月など期間を定めて行う点検。主として測

定、調整、分解清掃及び記録等の作業で、対象施設は、別紙１「那珂久慈流域下水道・那

珂久慈ブロック広域汚泥処理施設主要設備等一覧」、処理場・ポンプ場建築設備、管渠と

する。 

  ウ 臨時点検 

    日常点検及び定期点検以外に行う臨時的な点検。故障警報等、機器及び設備の異常時に

対しての機器の状況の確認、記録等の作業。 

  エ 法令に基づく自主点検 

    法令に基づき、自ら行う点検及び点検記録等の作業。 

  オ 保守点検結果報告書の提出 

    上記点検の実施後速やかに、様式１３により保守点検結果報告書を甲に報告すること。 

 

 ⑵ 産業廃棄物処分の実務及び確認等 

   乙は、処理場から発生する焼却灰、下水汚泥、し渣、沈砂、その他廃棄物について排出事

業者として、以下の業務を行うものとする。 

  ア 廃棄物の処分については下水汚泥処分計画を作成し、廃棄物の収集運搬については許可

業者へ委託するか、自ら収集運搬を行う。収集運搬車両は処分先の仕様を満足するもので

あること。 

  イ 廃棄物の処分については、それぞれの処分先に委託して処分する。また、処分先の変更

等が生ずる場合は、乙が甲に協議すること。さらに、処分先において施設の故障などによ

り受入れができなくなった場合等は、処分先や処分方法等について、甲乙協議の上、対応

する。 
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  ウ 県外へ廃棄物を搬出するにあたり事前協議等を要する場合、必要な協議を行うこと。ま

た、協力金等が発生する場合は、その支払いについても行うこと。 

  エ 産業廃棄物管理票の作成・確認等の業務。 

  オ 汚泥処理施設の運転・管理。 

  カ 廃棄物の排出量の甲への報告。 

  キ 次の書類について、提出に必要な資料を作成し、甲に提出すること。 

   (ア ) 産業廃棄物処理計画書  

   (イ ) 産業廃棄物処理計画実施状況報告書  

   (ウ ) 産業廃棄物管理票（マニフェスト）等交付状況報告書 

 ⑶ 維持管理に付帯する薬品、燃料、消耗品、材料、水道等の調達管理 

  ア 次の薬品、燃料、消耗品、材料の調達、管理、出納等記録業務を行う。 

   (ア ) 水処理、汚泥処理、脱臭設備に使用する薬品（次亜塩素酸ソーダ（１２％）、高分子

凝集剤（汚泥処理用）、ポリ塩化アルミニウム（ＰＡＣ）、苛性ソーダ（４８％）、

汚泥消臭剤、ろ布洗浄剤、ポリ硫酸第二鉄）、消石灰、その他維持管理に必要なもの 

   (イ ) Ａ重油（汚泥焼却炉用、処理場・ポンプ場自家発設備用、管理棟空調用） 

   (ウ ) 軽油 （十万原ポンプ場自家発設備用） 

   (エ ) プロパンガス（給湯、焼却着火用、水質試験等用） 

   (オ ) 消耗品（庁舎管理、施設管理、水質管理業務で使用する消耗品、検査用試薬等） 

   ( カ ) 材料（脱水機用ろ布、機械の交換部品等） 

     部品を交換する場合は、事前に現状について任意様式にて報告すること。交換した場

合は、別に定める様式６に従って、翌月１０日（ただし、３月分は当月分を月末）まで

に提出すること。 

  イ 次の物品について、調達、管理業務を行う。 

   (ア ) 水道（上水） 

  ウ 次の物品について、支払業務を行う。 

   (ア ) 電力（広域汚泥処理施設に係るものを除く。） 

   (イ ) 通信運搬費（電話通信料等） 

 ⑷ 処理場・ポンプ場等の小規模修繕（１件当たり税込価格４００万円未満 ） 

   設備の機能を維持するために必要な小規模修繕で、その対象設備は、別紙１「那珂久慈流

域下水道・那珂久慈ブロック広域汚泥処理施設主要設備等一覧」及び別紙２「那珂久慈浄化

センター備品・資産等一覧表」に掲げる設備、処理場・ポンプ場建築設備並びに管渠を対象

とする。 

   修繕実施の際は、事前に任意様式にて協議すること。また、発注した修繕は様式７により

翌月の１０日（ただし、３月分は当月分を月末）までに甲に報告すること。なお、自社施工

の場合は、材料支給とします。 

 ⑸ 幹線流量計等の点検・清掃等 

  ア 幹線流量計の記録用紙の交換及び簡易点検・清掃。 

  イ 幹線流量計に異常が生じた場合における現地等調査。 

  ウ 空気弁・仕切弁・排泥弁の簡易点検・清掃。 

  エ マンホール蓋及び周辺状況の確認・応急処置を月１回、マンホール蓋の開閉状況の確認

を年２回実施。 
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 ⑹ 水質試験等 

ア 乙は、日常的な運転管理に資するため、後に示す「21 水質試験等実施に関する基準」

に基づき、水質、脱水汚泥、焼却灰等の環境保全項目等に係る試験等を行うものとする。 

  イ アの試験は、下水の水質の検定方法等に関する省令（昭和３７年厚生省・建設省令第１

号）及び同省令で引用する排水基準を定める省令の規定に基づき環境大臣が定める排水基

準に係る検定方法（昭和４９年環境庁告示第６４号）、日本産業規格その他の規定並びに

（公社）日本下水道協会編「下水試験方法２０１２年版」に定める検定方法で行わなけれ

ばならない。ただし、焼却灰及び脱水汚泥の溶出試験については、産業廃棄物に含まれる

金属等の検定方法（昭和４８年環境庁告示第１３号）に定める方法、含有量試験について

は、（公社）日本下水道協会編「下水汚泥分析方法２００７年版」等の方法で行わなけれ

ばならない。 

  ウ ア及びイの試験等を第三者に委託する場合には、計量法に基づいた環境計量証明事業登

録事業者に委託しなければならない。この場合、委託先から計量証明書の提出を受けるも

のとする。 

 ⑺ 業務記録及び報告 

  ア 乙は、その業務に関して、少なくとも次に掲げる項目を記載した業務日誌を記録し、速

やかに業務日報として甲に提出しなければならない。 

   (ア ) 天候、気温及び雨量 

   (イ ) 総括責任者及び業務従事者の職氏名 

   (ウ ) 水質、水量及び汚泥等の計測値 

   (エ ) 薬品、電力、燃料等の数量 

   (オ ) 主要機器の運転記録 

   (カ ) 日常点検記録 

   (キ ) 次班引継記録 

   (ク ) その他必要な事項 

  イ 乙は、甲に対し毎月末日から１０日以内（土日祝日を除く。ただし、３月分は当月分を

月末まで）に、少なくとも次に掲げる項目を記載した業務月報（様式５）を提出しなけれ

ばならない。 

   (ア ) 業務日誌記録事項の月集計 

   (イ ) 処理場・ポンプ場の各流量の月集計 

   (ウ ) 運転操作、保守点検、維持補修、調整、調達、部品交換等の状況等 

   (エ ) 事故、故障及び苦情等の状況並びにその対応結果等 

   (オ ) 施設見学者等の対応 

   (カ ) 水処理、汚泥処理の運転変更及び変更理由、水処理、汚泥処理の運転状況及び運転方

法、水処理等の脱臭設備の管理状況、放流水量・電力・燃料・汚泥等の原単位集計表、

水処理運転月報、汚泥処理運転月報、電力管理月報、水質試験月報等をまとめた報告書 

   (キ ) その他必要な事項 

  ウ 乙は、甲に対し事業年度の末日までに、少なくとも次に掲げる項目を記載した業務年報

を、管理業務に係る年度指定管理業務報告書（様式９）に添えて提出しなければならな

い。 

   (ア ) 業務月報記載事項の集計 

   (イ ) その他記載事項 
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 ⑻ 業務手順書の作成 

   乙は、施設の管理上必要な次に掲げる業務手順書等を作成し、業務年報等とともに施設内

に備え置くとともに、毎年３月末に甲に提出すること。 

  ア 異常気象、災害、事故、異常物質流入、機器故障等の危機管理に関する手順書 

  イ 運転操作マニュアル及び監視マニュアル 

  ウ 保守点検マニュアル 

  エ 施設清掃、緑地管理、警備等維持管理マニュアル 

  オ 主ポンプ等主要機器のメーカー性能試験成績表及び性能試験結果表 

  カ 設備点検票及び点検頻度表 

キ その他留意事項等を記載した書類 

 ⑼ 施設内の設備保安警備 

   施設内の設備保安警備及び機械警備並びに管理棟の夜間の人的警備の実施。 

 ⑽ 見学案内 

   浄化センターの見学者に対し、安全に注意を払いながら施設の説明や案内など見学者に応

じた分かりやすい見学ルートの案内や説明を行うこと。 

⑾ 消防法に基づく対応 

消防設備及び危険物施設に係る報告・届出等を行うとともに、これらの立入検査の対応を 

すること。 

⑿ フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成１３年法律第６４号。略称 

「フロン排出抑制法」）に基づく対応を行うこと。 

 ⒀ その他 

  ア 異常時の対応 

    業務の遂行に著しく支障を来すような、次に掲げる事態が発生したとき又はそのおそれ

があるときは、速やかに適切な応急措置を講じ、その内容などを甲に報告すること。ま

た、本復旧については甲乙協議の上、適切に実施すること。 

   (ア ) 流入水及び放流水の水量、水質に異常事態が発生した場合 

   (イ ) 施設の故障、異常及び漏水など 

   (ウ ) その他の異常事態 

  イ 甲が実施する調査・工事の際の現地での協力 

    甲が実施する管渠調査、施設調査、増設及び改築、修繕工事、点検整備などの現場施工

の際、運転の切替え作業や現地の人員配置などが必要な場合は、甲に協力すること。 

  ウ 施設の改良点などの報告 

    指定管理業務を実施する中で施設の問題点や改良点などを整理し、甲に報告すること。 

  エ 事務業務 

   (ア ) 甲との業務打合せ、報告を行う。 

   (イ ) 運転記録の整理、文書の作成・整理を行う。 

   (ウ ) 事務室内の整理整頓の簡易な作業を行う。 

  オ 業務中の事故の発生 

    業務中に事故（第三者に対する事故を含む。）が発生したときは、事故の第一報を事故

発生・処理状況報告書（様式１５）により直ちに甲に報告すること。また、報告内容に変

更があった場合は、遅滞なく甲に報告すること。 
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また、次に掲げる事故の場合は、甲が指示する期日までに事故報告書（様式１６）を提

出すること。 

   (ア ) 工事等の関係者事故で、休業日数４日以上又は全治日数３０日以上の傷病を追わせた

場合 

   (イ ) 重大災害（一時に３人以上の労働者が業務上死傷又は罹病した労働災害）の場合 

   (ウ ) 公衆災害で工事関係者以外を死亡又は全治日数３０日以上の傷病を負わせた場合 

   (エ ) 公衆災害で社会的な影響が大きい場合 

     なお、休業４日未満かつ全治３０日未満のため事故報告書が提出不要な場合は、事故

の内容について速やかに報告し、後日診断書も併せて提出すること。 

  カ その他の業務 

   (ア ) 施設内の日常清掃及び定期清掃を行う。 

   (イ ) 敷地内の緑地及び樹木のせん定、害虫の駆除、除草等を行う。 

   (ウ ) 処理場・ポンプ場の除草を行う。 

   (エ ) 一般廃棄物の処理を行う。 

   (オ ) 施設に関わる備品、材料等の整理整頓の作業及び屋外の清掃を行う。 

   (カ ) 他の処理場で重大な事故（陥没・人身事故等）が生じた場合の施設の緊急点検の実

施。   

(キ ) 各種設備の軽微な故障・不具合等対応について、簡易な修理や補修、補修塗装を実施

し、その実施した記録等の作業。 

 

５ 流入水量・脱水汚泥量・焼却汚泥量等の実績値及び予測値 

 ⑴ 流入水量 

実績値 

[m3/日] 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

92,560 95,605 90,596 97,610 94,907 

予測値 

[m3/年] 

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 

34,919,000 35,229,000 35,573,000 35,917,000 36,261,000 

 

(2) 流入水質 

   ア 勝田沈砂池 

実績値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

pH 

[‐] 

7.2 7.2 7.2 7.1 7.1 

(7.2～7.5） （7.1～7.3） （7.1～7.3） （6.9～7.2） （6.9～7.3） 

BOD※ 

[㎎/Ｌ] 

205 220 280 290 300 

（142～408） （160～340） （150～560） （100～490） （170～470） 

COD※ 

[㎎/Ｌ] 

107 120 160 170 140 

（70.0～181） （81～200） （82～300） （72～330） （92～220） 

SS※ 

[㎎/Ｌ] 

221 260 390 420 350 

（142～447） （140～500） （140～780） （130～880） （180～630） 

※令和３年度以降のBOD、COD及びSSは２桁表記。 
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   イ 那珂湊幹線 

実績値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

pH 

[‐] 

7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 

(6.9～7.2） （6.9～7.2） (6.9～7.2) （6.9～7.2） （7.0～7.2） 

BOD※ 

[㎎/Ｌ] 

112 120 110 110 100 

（50.3～200） （80～160） （70～180） （79～210） （75～170） 

COD※ 

[㎎/Ｌ] 

60.4 68 64 67 59 

（32.6～96.5） （50～86） （47～90） （50～120） （50～78） 

SS※ 

[㎎/Ｌ] 

109 130 110 130 100 

（66～197） （84～200） （62～160） （71～300） （66～170） 

※令和３年度以降のBOD、COD及びSSは２桁表記。 

 

 ⑶ 焼却汚泥量（脱水ケーキ） 

実績値 

[トン/日] 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

123.3 125.6 125.9 126.4 97.7 

予測値 

[トン/年] 

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 

45,766 46,145 46,545 46,935 47,246 

   ※ 令和６年度は１号焼却炉改築工事（R6.4～R6.12）を実施していたため、工事期間は2

号焼却炉のみで運転実施。 

 

 ⑷ 焼却灰処分量 

実績値 

[トン/年] 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

1,649.74 1,625.38 1,634.80 1,661.84 1,198.90 

   ※ 平成３０年度より一部焼却灰の中間処分を実施。 

    【中間処分量】令和２年度：920.82t 令和３年度：1035.54t 令和４年度：1336.26t 

           令和５年度：1203.33t 令和６年度：1025.10t 

 ⑸ 脱水ケーキ場外搬出量 

実績値 

[トン/年] 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

3,400.6 2,126.6 2,153.4 1,821.1 7,036.6 

   ※ 脱水ケーキの場外搬出は，焼却炉定期修繕の際に実施する。 

   ※ 令和６年度は、１号焼却炉改築工事（R6.4～R6.12）を実施していたため、脱水ケー

キの場外搬出量増。 

 

 ⑹ し渣量 

実績値 

[トン/年] 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

48.32 52.75 54.97 57.30 49.83 
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 ⑺ 沈砂量 

実績値 

[トン/年] 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

63.86 53.52 33.84 62.59 56.44 

 

６ 業務要求水準 

    乙は、当該流域下水道に適用される下水道法、水質汚濁防止法、ダイオキシン類対策特

別措置法、その他の法令（甲の条例、規則等を含む。）の基準値及び茨城沿海地区漁業協

同組合連合会との協定値（以下「漁連協定値」という。）など当該流域下水道に適用され

る基準を遵守すること。また周辺環境への影響がないよう適正に管理すること。基準値が

改定等された場合は、改定等された時点からその基準値とする。 

 ⑴ 放流水質基準 

  ア 法令等基準 

項 目 基準値 備 考 

水素イオン濃度（pH） 
5.8～8.6 下水道法施行令 

5.0～9.0 水質汚濁防止法 

化学的酸素要求量（COD） 

日間平均20mg/L以下 

日最大25mg/L以下 

水質汚濁防止法に基づき

排水基準を定める条例 

月平均15mg/L以下 漁連協定値 

生物化学的酸素要求量（BOD） 日間平均15mg/L以下 下水道法施行令 

浮遊物質（SS） 
日間平均20mg/L以下 

日最大30mg/L以下 

水質汚濁防止法に基づき

排水基準を定める条例 

大腸菌数 
日最大800CFU/mL以下 下水道法施行令 

日間平均800CFU/mL以下 水質汚濁防止法 

悪臭物質 ⑷ 環境保全基準 

ウ 特定悪臭物質に関する基準(ウ ) 

悪臭防止法３号規制 

ダイオキシン類 10pg-TEQ/L以下 
ダイオキシン類対策特別

措置法 

その他の法規制項目 規制基準値以下  

 

  イ 管理基準 

    乙は、次に掲げる項目について、特に理由のない限り、甲が定める管理基準を維持する

よう運転管理しなければならない。また、管理基準を維持するための運転上の目安となる

値（以下「運転目標値」という。）を自ら定めなければならない。 

項 目 基準値 

水素イオン濃度（pH） 6.0～8.4 

化学的酸素要求量（COD） 日最大15.0mg/L以下 

生物化学的酸素要求量（BOD） 日最大15.0mg/L以下 

浮遊物質（SS） 日最大18.0mg/L以下 

大腸菌数 日最大500CFU/mL以下 

その他の法規制項目 規制基準以下 
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 ⑵ 汚泥等処理基準 

   乙は、次に掲げる項目について、特に理由のない限り、甲が定める汚泥等処理基準値を維

持するよう運転管理しなければならない。また、汚泥等処理基準値を維持するための運転目

標値を自ら定めなければならない。 

 

  ア 脱水汚泥 

項 目 基準値 備考 

含水率（%） 78%以下 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に

定める処理基準 

 

  イ 焼却灰 

項 目 基準値 備 考 

熱しゃく減量（%） 10%以下 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に

定める処理基準 

ダイオキシン類対策特別措置法に定め

る処理基準 

消石灰添加率 1.9％ 
砒素の溶出を押さえるために使用する

基準 

 

 ⑶ 維持管理水準 

   年度末において、全ての施設が通常の施設運営を行うことができる機能を有し、協定当初

の性能を有するよう（経年劣化を除く。）関係法令を遵守した点検、調整、材料及び消耗品

の交換等を行うこと。 

   建築物や外構、植栽等の保守管理や清掃については、現状と比べて美観を損なわないこ

と。 

 

 ⑷ 環境保全基準 

  ア 汚泥焼却炉排ガスに関する管理基準 

項 目 基準値 備 考 

ばいじん 
0.08g/Nm3以下（第1号焼却炉） 

0.04g/Nm3以下（第2号焼却炉） 

大気汚染防止法 

硫黄酸化物排出量 K値＝11.5を用いて算出された値 

窒素酸化物(NOx) 

(12%酸素補正値) 
250ppm以下 

塩化水素 

(12%酸素補正値) 
700mg/m3N以下 

全水銀 

(換算値合算) 
50μg/m3N以下 

ダイオキシン類 
1ng-TEQ/m3N以下（第1号焼却炉） 

0.1ng-TEQ/m3N以下（第2号焼却炉） 
ダイオキシン類対策特別措置法 
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  イ 汚泥焼却炉ばいじんに関する管理基準 

項 目 基準値 備 考 

ダイオキシン類 3ng-TEQ/g-dry以下 ダイオキシン類対策特別措置法 

 

  ウ 特定悪臭物質に関する基準 

   (ア ) １号規制（敷地境界における規制基準） 

対象施設 主な項目 基準値(A区域) 基準値(B区域) 備考 

那珂久慈

浄化セン

ター、各

ポンプ場 

 

アンモニア 1ppm 2ppm 悪臭防止法（県や市の規

定により、A区域又はB区

域に分けられ、基準値が

異なる。） 

＊臭気指数は常陸大宮市 

メチルメルカプタン 0.002ppm 0.004ppm 

硫化水素 0.02ppm 0.06ppm 

硫化メチル 0.01ppm 0.05ppm 

二硫化メチル 0.009ppm 0.03ppm 

臭気指数＊ 14 16 

 

   (イ ) ２号規制（気体排出口における規制基準） 

主な排出源 主な項目 算出基準値（参考） 備考 

那珂湊沈砂池排

気口 

勝田沈砂池排気

口 

アンモニア 
硫化水素 

平成26年12月11日 

那珂湊沈砂池排気口 

排出口高さ[6.0m]、

流量、速度を元に算

出した例。 

○算出基準値 

 アンモニア

[3.9m3N/h] 

 硫化水素

[0.08m3N/h] 

悪臭防止法 

   (ウ ) ３号規制（排出水の規制基準） 

項目 基準値 備考 

メチルメルカプタン 0.002ppm 悪臭防止法 

硫化水素 0.005ppm 

硫化メチル 0.01ppm 

二硫化メチル 0.03ppm 

 

  エ 騒音に関する規制基準（騒音規制法） 

     時間の区分 

 

区域の区分 

午前8時から 

午後6時まで 

午前6時から午前8時

まで及び午後6時か

ら午後9時まで 

午後9時から翌日

の午前6時まで 

第３種区域※ 65デシベル 60デシベル 50デシベル 

  ※ 第３種区域は、都市計画法第８条第１項第１号に規定する近隣商業地域、商業地域、準

工業地域及び用途指定のない区域のこと。 
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  オ 振動に関する規制基準（騒音規制法） 

     時間の区分 

 

区域の区分 

午前6時から午後9時まで 午後9時から翌日の午前6時まで 

第２種区域※ 70デシベル 60デシベル 

  ※ 第２種区域は、都市計画法第８条第１項第１号に規定する近隣商業地域、商業地域、準

工業地域、工業地域（工業専用地域）及び用途指定のない区域のこと。 

 

 ⑸ 電力削減目標 

   エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づく電気の使用に関する原単位又は電気需

要平準化評価原単位の、対前年度比１％以上削減を目標とすること。 

 

 ⑹ 計測機器類の精度基準 

   各種計測機器類の精度は、メーカー保証性能等を満足するよう調整及び校正等を実施する

こと。 

また、流量計は、携帯型流量計及び他の実流量測定方法を用い設置型流量計との流量誤差

の確認も行うこと。 

 

７ 放流水が放流水質基準を達成しない場合の対応 

 ⑴ 乙は、６⑴アの法令等基準を達成できない場合、次に掲げる手続きを執ること。 

  ア 基準を達成していないことを把握した場合、速やかに甲に報告すること。 

  イ 基準を達成していない原因究明を速やかに行い、その原因を排除するなどの改善措置を

講ずること。 

  ウ イの場合において、基準が達成されるまでの間、改善措置の実施状況及び水質等必要な

データを甲に報告すること。 

 ⑵ 乙は、法令等基準を達成できない原因が流入水質等にあると認められるときは、甲に水質

等必要なデータを提供した上で、改善措置の要求を甲に求めることができる。 

 ⑶ 乙が遵守すべき法令等基準を達成できない場合、甲は、指定管理料を減額することができ

る。 

８ 放流水が管理基準を達成しない場合及び施設、設備等の維持管理水準を満足しない場合の対

応 

 ⑴ 乙は、６⑴イの管理基準を達成できない場合、次に掲げる手続きを執ること。 

  ア 基準を達成していないことが判明した場合、速やかに甲へ報告すること。 

  イ 基準を達成していない原因究明を速やかに行い、その原因を排除するなどの改善措置を

講じ甲に報告すること。 

  ウ 前号の場合において、乙は基準が達成されるまでの間、改善措置の実施状況及び水質等

必要なデータを甲に報告すること。 
 

 ⑵ 乙は、６⑶の維持管理水準を達成しない場合、次に掲げる手続きを執ること 

  ア 基準を達成していないことが明らかになった場合、定期報告により甲に報告すること。 

  イ 基準を達成していない原因究明を行い、改善措置を講じ甲に報告すること。 

 ⑶ 乙が、乙の責めに帰すべき事由により、管理基準を達成できない場合、又は維持管理水準

を達成できない場合、甲は、指定管理料を減額することができる。 
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９ 汚泥等処理基準を達成しない場合の対応 

  乙は、６⑵の汚泥等処理基準を達成しない場合、次に掲げる手続きを執ること。 

 ⑴ 基準を達成していないことが判明した場合、速やかに甲に報告すること。 

 ⑵ 基準を達成していない原因究明を速やかに行い、その原因を排除するなどの改善措置を講

ずること。 

 ⑶ ⑵の場合において、乙は基準が達成されるまでの間、改善措置の実施状況及び水質等の必

要なデータを甲に報告すること。 

 

10 流入水質等に問題がある場合の対応 

  乙は、巡回監視の実施又は流域関連公共下水道管理者から収集した情報等により、流入水の

臭気、水素イオン濃度等の把握に努め、人の健康又は生活環境に係る被害を生じるおそれのあ

る物質若しくは施設の機能を阻害するおそれがあると認める量の油、強酸性又は強アルカリ性

の物質及び夾雑物（以下「混入異物」という。）の流入が認められるときは、次に掲げる措置

を参考に必要な対応を執ること。 

 ⑴ 混入異物が浄化センターに流入しないように、必要な措置を講ずること。 

 ⑵ 混入異物の状況及び対応措置等を速やかに甲に報告し、その指示に従うこと。 

 

11 施設異常時等の対応 

  過去のデータから汚水処理や汚泥処理等に著しく支障をきたすと考えられる、次の各号に掲

げる事態が発生したとき、又はそのおそれがあるときには、必要に応じ甲と協議しながら随時

必要な検査を行う等適切な措置を講じること。また、その内容等を様式８により甲に報告する

こと。 
  なお、過去のデータから項目毎に異常時レベルを自ら定め、甲に報告したうえで、運転管理

すること。 
 (１) 水質試験、水質モニター及び水処理施設等の計装機器の指示値から、異常事態が発生す

ることが明らかであるとき、又は発生のおそれがあるとき。 
 (２) 異常水質の流入等に関する事業所等からの通報を受けたり、異常な大量降雨、管きょ等

の災害・事故等の異常により、流入水の水質、水量が大きく変動し、処理水質が著しく悪

化するおそれがあるとき。 
 (３) 処理施設に故障が発生し、処理水質に影響が及ぶ可能性があるとき。 
 (４) その他、異常事態と認めたとき。 
 

12 大雨時の対応 

  大雨時には、次の措置を参考に必要な対応を執ること。 

 ⑴ 乙は、気象情報を随時確認し、水害発生を事前に把握するほか、各池の水位等の監視を行

うこと。 

 ⑵ 乙は、場内ポンプ等で対応できる場合は、適切な運転により処理を行うと同時に、「21 

水質試験等実施に関する基準」に基づき必要な対応を執ること。 

 ⑶ ⑵で対応できないおそれがあるときは、速やかに甲に報告し、その指示に従うこと。 

⑷ 大雨洪水警報が発令されるなどの大雨の場合等は、汚水ポンプの運転、水処理施設の運転

管理など適切に対応できるよう十分な体制を整え、管理運営業務を行い、様式１１によりそ

の内容を甲に報告すること。 
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13 地震時等の対応 

  地震発生時等には、以下の各号による措置等を行うとともに、必要な対応を取ること。 
 (１) 地震による被害が発生し下水処理に支障を来す場合などに、適切に対応できるよう十分

な体制を維持すること。特に、管内に震度５弱以上の地震が発生した場合、管理運営業務

の対象施設について施設の臨時点検（マンホール周辺状況の確認・応急処置（バリケード

設置等）を含む。）を実施し、様式１２により点検結果を県に報告すること。 
 (２) 道路陥没事故や漏水などの災害・事故等の場合には、管理運営業務の対象施設に被害が

生じないよう、必要な措置について甲に助言するとともに、必要な体制を整えること。 
 

14 有資格者に関する条件 

 ⑴ 乙は、次に掲げる者を配置しなければならない。 

  ア 下水道法第２２条第２項の規定による資格を有する者 

  イ 下水道処理施設維持管理業者登録規程第３条の規定による下水道処理施設管理技士 

 ⑵ 乙は、次に例示する資格を有する者等、施設の規模や従業員数及び施設の実態に応じて、

関係法令に従って必要な資格者を選任、配置しなければならない。なお、従業員以外の者か

ら選任が可能な資格及び業務委託契約書等により従業員の中から資格者を選任する必要のな

い資格については、手続き等に遺漏のないよう留意すること。 

ア 甲種危険物取扱者又は乙種危険物取扱者（第４類） 

イ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 

ウ 特定化学物質等作業主任者 

エ 第１種電気工事士 

オ 有機溶剤作業主任者 

カ ガス溶接技能講習修了者 

キ 玉掛け技能講習修了者 

ク クレーン運転業務特別教育修了者 

ケ 小型移動式クレーン運転技能講習修了者 

コ エネルギー管理員講習修了者 

サ 防火・防災管理者講習修了者 

シ 電気主任技術者 

ス フォークリフト運転士 

セ ２級ボイラー技士 

ソ その他、特に甲が必要とするもの 

 

15 甲が実施する工事等に関する協力等 

  乙は、甲が施工する工事や修繕その他の管理行為及び調査、研究等が円滑に実施できるよ

う、施設の運転等への配慮及び必要なデータの提供、夜間を含む工事の立会い、その他必要な

協力をしなければならない。 

 

16 適正な管理運営 

  設備の管理運営は、標準的耐用年数を満足させるとともに、標準的耐用年数を経過しても能

力を発揮できるよう保守点検等に配慮して運転管理を行うこと。 
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17 管理業務に係る緊急的措置に関する取扱い 

  乙は、管理業務に関して緊急に措置が必要と認められる場合には、速やかに甲に施設の状態

その他必要な事項を報告し、その指示に従わなければならない。 
 

18 焼却灰等の処理、処分に関する取扱い 

  乙は、４⑵に規定する焼却灰等廃棄物の処理、処分に関し、関係法令等の規定に基づき適正

に処理し、併せて再生利用等による減量化に資するよう取り扱うこととする。 

  現状の焼却灰処分は、福島第一原子力発電所から放出された放射性物質が付着した4,000Bq/

㎏以下の焼却灰について、フレコンバッグに詰めて搬出し、埋立て処分を行っているほか、平

成３０年度より一部中間処分（セメント原料）を実施している。 

  乙は、処分方法（フレコンバッグ詰め、埋め立て処分及び中間処分）の変更がある場合は、

甲と協議を行うこと。 

  なお、焼却灰等の産業廃棄物の運搬及び処分業者の選定にあたっては、次のことに留意する

こと。 

 ⑴ 運搬及び処分業者の選定については、事前に甲の承認を得るものとする。 

 ⑵ 乙は、定期的に処分先での処分状況を確認するものとする。 

 

19 普及啓発・広報活動に関する取扱い 

  乙は、下水道普及率向上、水洗化の促進及び適正な維持管理に関して、甲と協力・連携して

県民に対し普及啓発・広報活動を行うものとする。 
 

20 新たに供用する施設の管理業務の引き継ぎ 

  甲は、施設を新たに供用しようとするときは、完成図書その他必要な書類等により、乙に当

該施設の管理業務を引き継ぐものとする。 

 

21 水質試験等実施に関する基準 

 ⑴ 試験項目及び頻度 

   乙は、処理場・ポンプ場の水質等を把握するため、水質試験等を行い、水処理施設及び汚

泥処理施設が正常に機能していることを確認する。試験は原則として「別添１ 水質試験等

の項目及び頻度」を基準にして水質試験等計画を作成し、事業計画書に記載するとともに浄

化センターで実施する。 

  ア 水質試験等 

   (ア ) 処理場・ポンプ場の水質管理のため、日常試験、週試験、通日試験及び汚泥試験等を

行う。 

   (イ ) 法定検査（精密試験）は甲が行うものとするが、試料の採取及び前処理について、乙

は甲に協力すること。 

   (ウ ) その他、甲が試験を行う場合、試料の採取及び試料の前処理について乙は甲に協力す

ること。 

  イ 放射能測定等 

   (ア ) 乙は、甲が定める放射性物質等調査計画に従い、空間線量率を測定し、甲に報告する

こと。測定は、「放射能濃度等測定方法ガイドライン」（環境省 平成２５年３月）に

基づいて行うこと。 

   (イ ) その他、甲が測定する試料の採取について、乙は甲に協力すること。 
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 ⑵ 試験方法の設定及び信頼性の確保 

  ア 試験方法を設定し、事業計画書に記載する。 

  イ 試験項目ごとに標準作業手順書を整備するなどして、測定結果の精度及び信頼性の確保

に努めること。 

 ⑶ 試験試料の搬送 

甲が実施する週試験等の試料を、週試験実施日に流域下水道事務所(土浦市)へ搬送する。 

 ⑷ モニター機器の点検・校正 

   浄化センターの水処理施設を適切に管理するため、モニター機器の点検及び校正を行う。 

 ⑸ 臨時の水質試験等 

   次に示すような場合で、放流水質や汚泥性状が管理基準を著しく超過するおそれ若しくは

基準値を超過するおそれがあるとき又は異常な流入水を把握したときは、乙は、直ちに必要

な臨時の水質試験等を実施するとともに、甲に報告すること。 

  ア 定期の水質試験等結果から、異常事態が発生することが明らかなとき又はそのおそれが

あるとき。 

  イ 異常水質等の流入により、流入水の水質又は水量が著しく変動し、処理水質が著しく悪

化するおそれがあるとき。 

  ウ 大雨により水量が増加し、処理水質が悪化するおそれがあるとき。 

  エ 処理施設に故障が発生し、処理工程に影響が及ぶおそれがあるとき。 

  オ その他、特に必要と認めるとき。 

 ⑹ 測定等の立会い 

   乙は、処理場・ポンプ場において、甲が他に委託して実施する測定等について、立会うも

のとする。 

 

22 施設、設備及び物品の使用並びに管理等 

 (１) 乙は、本業務の遂行に必要な範囲内で、甲の所有に属する施設、設備及び物品を無償で

使用することができる。 
 (２) 乙が調達した物品について、管理簿を備え、これを適正に管理しなければならない。 
 (３) 乙は、物品等を指定管理業務以外で使用しないこと。 
 (４) 乙は、水質分析機器等の使用にあたり必要な手順書等を整備し、校正等を実施すること

で、測定結果の精度及び信頼性の保証に努めるものとする。 
 (５) 指定期間中における水質分析機器等機能保持のための保守点検、修繕等は乙の責任と負

担により行うこと。 
 (６) 指定期間終了後には指定開始時の水質分析機器等の機能が保持されていることを、両者

立会いの上確認し、甲に返却すること。この際に不具合が確認された場合には、乙の責任

において点検修繕したうえで返却すること。 
 

23 再委託 

  乙は、実施する業務を一括して第三者に請け負わせることはできない。ただし、運転操作及

び監視以外の業務の一部については、甲の承認を得て第三者に請け負わせることができる。 
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24 保 険 

  甲は、施設の設置、管理上の瑕疵に起因する損害に対応するための下水道賠償責任保険及び

火災や天災等に起因する損失を補填するための火災共済に加入するものとする。ただし、乙の

管理方法等が原因で損害及び損失と認められるものについては、当該損害等を乙に求償するこ

とがあるため、乙はリスク管理のため事故の負担により賠償責任保険に加入すること。 

25 特別損失 

  東京電力（株）福島第一原子力発電所から放出された放射性物質の影響による焼却灰の搬出

及び収集運搬処分等について従前の方法と異なり、追加の費用が発生している。この追加の費

用について、乙は特別損失として計上すること。 

  また、乙は、特別損失の根拠資料として、作業内容（日時、場所、人数、状態等）及び作業

単価等を記録し、甲から報告を求められた場合は速やかに報告すること。 

なお、焼却灰の処分方法を現状のものから変更する場合には、特別損失について別途協議を

行うこと。 

 

26 その他 

  この標準仕様書に定める事項についての疑義又はこの標準仕様書に定めのない事項について

は、甲乙協議の上、決定する。 


